
 

 - 1 - 

2024 年 1 月 19 日 

 

東急不動産ホールディングス株式会社 

東急不動産株式会社 

株式会社石勝エクステリア 

 

TNFD 最終提言を参照した 

「TNFD レポート」公開（国内不動産業初） 
～早期開示宣言の「TNFD Early Adopter」にも国内不動産業で唯一登録～ 

 

東急不動産ホールディングス株式会社（本社：東京都渋谷区、代表取締役社長：西川 弘典、以下「当社」）

は、自然関連財務情報開示タスクフォース（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures, 以下「TNFD」）
※1 より 2023 年 9 月に発表された「TNFD 最終提言 v1.0」（以下「最終提言」）を参照した「TNFD レポート」

（第 2 版）（以下、「本レポート」）を策定しましたので、お知らせいたします。 

本レポートは、2023 年 8 月に当社が国内不動産業で初めて策定したフレームワークβ版 v0.4（以下「β版」）

を参照した「TNFD レポート」（第 1 版）を、最終提言に沿って改訂したものです。 

また、当社は 2023 年 6 月に TNFD のステークホルダー組織の TNFD フォーラムに参加すると共に、本レ

ポート公開に合わせ、TNFD が募集する「TNFD Early Adopter」（早期採用）※2 に国内不動産業で唯一登録

しており、2024 年 1 月 15 日～19 日にスイスで開催された世界経済フォーラムの年次総会（ダボス会議）で

公表されました。 

今後も、当社グループで事業を通したネイチャーポジティブへの貢献に取り組み、TNFD 提言に沿った情報

開示を世界に発信してまいります。 

※1 自然関連財務情報開示タスクフォース（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures, または TNFD）とは、2021 

年に発足した自然関連の依存・インパクト、リスクと機会を適切に評価し、開示することを要請する国際的なタスクフォース。

気候変動における TCFD（気候 関連財務情報開示タスクフォース(Taskforce on Climate-related Financial Disclosures）)と連

動したフレームワークを提示しています。 

※2「TNFD Early Adopter」とは、TNFD 提言に沿った情報開示を行う意思を TNFD ウェブサイト上で登録した企業または組

織のことで、登録企業は、2024 年または 2025 年の会計年度情報に基づいて TNFD 提言に沿った開示を行う意向を表明するこ

とが求められます。世界 46 か国以上から、320 の企業・団体が早期採用を宣言しており、国内では 80 社で、当社はその中の 1

社です。 

 

■本レポートの概要 ～広域渋谷圏※3 でのネイチャーポジティブ～ 

当社グループ全体の事業における自然へのインパクト・依存の重要性を評価した上で、生物多様性の重要性

等の観点から優先地域の選定を行いました。優先地域の中でも特に事業規模が大きく自然へのインパクトの

重要性の高い広域渋谷圏における都市開発事業を今回の分析対象とし、生物多様性のインパクトの定量的評

価を行った上でリスク・機会、および測定指標・ターゲットについての整理を行っています。 

※3「広域渋谷圏（Greater SHIBUYA）」とは、東急グループの渋谷まちづくり戦略において定めた、渋谷駅から半径 2.5km 圏

のエリアを指しており、本レポートでは、当社グループとして広域渋谷圏を優先地域と定めています。 
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■本レポート作成の経緯と効果  

1. 環境経営と生物多様性への対応  

当社は 2021 年 5 月に 2030 年に向けた長期ビジョン「GROUP VISION 2030」、2022 年 5 月に「中期経営

計画 2025」を策定し、全社方針として「環境経営」を掲げました。 

脱炭素社会・循環型社会・生物多様性を重要な環境課題と定め、環境課題の解決と共に、環境を起点とした

事業機会の拡大をめざしています。脱炭素社会に向けて、2019 年 3月に国内不動産業として初めて TCFD 提

言に賛同し、気候変動に関する事業機会の創出やリスク低減の把握を実施し開示しました。 

生物多様性に関しても同様の対応とし、2022 年度から TNFD 提言β版に基づくスタディを開始、あわせて、

自然資本に関する国内外の最新動向を情報収集するなど、対応準備に着手しました。 

 

2022 年度に、代表取締役社長を議長とするサステナビリティ委員会で TNFD への方針を審議、取締役会に

も報告し、当社グループとして TNFD 開示を行う意思決定を行いました。その際には、世界的な潮流や国内

外での注目度および課題意識の高まり、気候変動や他の自然資本関連の枠組みとの関係性とともに、当社の長

期ビジョンや環境経営との関連、自然の保全や持続可能な開発と施設の運営に力を入れてきたこれまでの当

社グループの取り組みも鑑み、特に機会やインパクトの面で前向きな発信にもつながると考え、開示を行うこ

とを決定しました。 

 

2.「TNFD レポート」策定・開示のメリットと当社グループの不動産開発・運営の強みの発信  

当社としての方針を固め、各事業における生物多様性への取り組みや現状の把握から始めました。当社グル

ープの事業における生物多様性では、地域特性を踏まえたネイチャーポジティブへの貢献を掲げております。

事業エリアとして大きく分けると、「都市」と「地方」というそれぞれの地域で、各拠点及び周辺の環境を把

握・分析し、優先的に対応を検討すべき拠点（優先地域）を定めました。 
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優先地域は、「都市」では、東急グループの渋谷のまちづくり戦略において定めた、渋谷駅半径 2.5ｋｍのエ

リアである「広域渋谷圏」です。当社グループらしい施設の開発・運営を体現するフラッグシップ案件が集ま

っているように、東急グループのホームグラウンドとして注力しているエリアです。当社グループのオフィ

ス・商業施設や複合施設では、生物多様性やウェルビーイングの観点での豊富な緑化、周辺の緑をエコロジカ

ルネットワークでつなぐ取り組みに加え、カーボンニュートラルを実現する環境配慮建物や自社で発電した

再生可能エネルギーの活用、再開発プロジェクトでの地域のインフラ整備・支援等の防災・レジリエンスの取

り組みが特徴です。 

 

このような、これまでの当社グループの環境に配慮した事業と様々な具体施策の結果、2012 年度以降の竣

工プロジェクトの生物多様性再生効果がプラス（ネイチャーポジティブ）となっていたことが、今回の TNFD

開示において第三者視点で定量的に把握できたものと捉えており、機会やインパクトの面で、社内外および海

外に向けて、前向きな発信にもつながりました。今後も自然と共生したまちづくりを推進していくとともに、

対外的な発信や地域の課題解決も行っていきます。 

 

もう一つの地域である「地方」では、長野県の蓼科に代表される、森林や自然を活かし育む「リゾート施設」

を優先地域に定めております。蓼科は 1970 年代から地域とともに数々のリゾート施設を開発・運営してきて

いるなど、長年に渡って、地域に共生するリゾート事業は当社グループの特徴であり、TNFD 開示テーマの第

2 弾として準備を進めていきます。 

 

３．TNFD 最終提言に沿ったレポートの主な改訂点 

今回の第 2 版は、主に以下の点を修正および追加しております。 

① 開示提言の変更に伴う追加 

・「一般要件」に関する開示の追加 

・「ガバナンス」の一環としてステークホルダーエンゲージメントについての詳細説明の追加 

② 理解促進に向けた記載の改善 

・開示枠組みと LEAP の関係に関する記載を追加 

・当社グループのグリーンインフラへの取り組み（石勝エクステリア）を追加 

 

TNFD レポート（第 2 版）はこちらをご覧ください。 

 

(参考)生物多様性に関するこれまでの主な開示 

■TNFD レポート（β 版） 

■環境経営レポート 

■石勝エクステリア 国内造園業界初 グリーンインフラ事業「Greentect」を開始 

 

 

 

https://tokyu-fudosan-hd-csr.disclosure.site/pdf/environment/tnfd_report_01.pdf
https://www.tokyu-land.co.jp/news/uploads/ae0359e91dd2e814d01e2c78862038036b384281.pdf
https://www.tokyu-fudosan-hd.co.jp/news/others/pdf/e057ce5c562a5a193a24ced66a6abd8fe425bfea.pdf
https://www.ishikatsu.co.jp/news/files/127.pdf
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■長期ビジョン「GROUP VISION 2030」でめざす、「環境経営」と「DX」の取り組み 

当社は 2021 年に長期ビジョン「GROUP VISION 2030」を発表しました。多様なグリーンの力で 2030 年にあ

りたい姿を実現していく私たちの姿勢を表現する「WE ARE GREEN」をスローガンに、「環境経営」「DX」を全社

方針として取り組んでいます。  

中核企業である東急不動産では「環境先進企業」をめざして様々な取り組みを積極的に進めており、2022 年 12

月には事業所及び保有施設※の 100％再生可能エネルギーへの切り替えを完了しました。  

※一部の共同事業案件などを除く  

東急不動産ホールディングス「GROUP VISION 2030」について 

https://www.tokyu-fudosan-hd.co.jp/group-vision-2030/ 

東急不動産ホールディングス「中期経営計画 2025」について 

https://www.tokyu-fudosan-hd.co.jp/ir/mgtpolicy/mid-term-plan/ 

 

https://www.tokyu-fudosan-hd.co.jp/group-vision-2030/
https://www.tokyu-fudosan-hd.co.jp/ir/mgtpolicy/mid-term-plan/

